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履歴から考察する首都直下大規模地震のリスクマネジメント

 仲間妙子

はじめに

平成₂₃年 ₃ 月に発生した東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）を受け、今後の想定地
震津波の考え方として、国は「あらゆる可能性を考慮した最大クラスの巨大地震・津波」
を検討すべきであるとした。このため、平成₂₃年 ₈ 月に内閣府に設置された「首都直下地
震モデル検討会」（以下「モデル検討会」と称す）において、これまで首都直下地震対策
の対象としていなかった相模トラフ沿いの大規模地震も含め、様々な地震を対象に加え、
最新の科学的知見に基づき検討・評価が行われた。
具体的には、相模トラフのプレート境界で発生する海溝型の大規模地震についてのモデ
ル検討を参考に、想定される震度分布や津波高を試算するとともに、これらの大規模地震
は、数百年単位の周期性を持って発生していることを確認するに至っている。
首都及びその周辺地域で発生した過去の地震の履歴から、元禄関東地震及び大正関東地
震の発生前にはM ₇ クラスの地震が複数回発生していることが知られている。元禄関東
地震と大正関東地震の間を見ると、元禄関東地震の後₇₀～₈₀年間は比較的静穏で、その後
M ₇ 前後の地震が複数回発生する等、比較的活発な時期を経て大正関東地震（関東大震災）
が発生した。大正関東地震から現在まで、約₉₀年間の地震活動は比較的静穏に経過してき
たといえる。しかし、今、次の関東地震の発生前までの前兆時期として、M ₇ クラスの地
震が複数回発生することが想定される。₂₀₀₄年の文部科学省地震調査研究推進本部地震調
査委員会（以下、「地震調査委員会」と称す）によると、南関東地域でM ₇ クラスの地震
が発生する確率は₃₀年間で₇₀パーセントと推定されている。
これらの背景を鑑みて、本研究では、首都直下の大規模災害を過去の災害履歴と照らし
合わせ、その発生メカニズムや災害生成過程、さらには被害軽減のリスクマネジメントを
抽出し、大規模都市災害に被害軽減マネジメントへの一助をなすことを目的とする。

Ⅰ　首都直下地震と相模トラフ地震について

１ ．地震発生タイプの分類概要
首都及びその周辺地域は、南方からフィリピン海プレートが北米プレートの下に沈み込
み、これらのプレートの下に東方から太平洋プレートが沈み込むのが特徴で、複雑なプレ
ート構造を成す領域に位置する。このため、この地域で発生する地震の様相は極めて多様
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で、これらの地震の発生形態は、次の ₆つに大別される。

①　地殻内（北米プレート又はフィリピン海プレート）の浅い地震
②　フィリピン海プレートと北米プレートの境界の地震
③　フィリピン海プレート内の地震
④　フィリピン海プレートと太平洋プレートの境界の地震
⑤　太平洋プレート内の地震
⑥　フィリピン海プレート及び北米プレートと太平洋プレートの境界の地震

過去に大きな被害をもたらした大規模な地震としては、₁₉₂₃年の「大正関東地震」、
₁₇₀₃年の「元禄関東地震」、₁₆₇₇年の「延宝房総沖地震」が比較的よく知られている。
大正関東地震、元禄関東地震は、フィリピン海プレートと北米プレートの境界の地震タ
イプの地震で、おおよそ₂₀₀年～₄₀₀年間隔で発生している。これらの地震の発生前には
M ₇ クラスの地震が複数回発生していて、これらのM ₇ クラスの地震のタイプは、フィリ
ピン海プレート内の地震タイプが多いと考えられているが、どのタイプの地震が発生する
かは不明である。
延宝房総沖地震タイプの地震は、フィリピン海プレート及び北米プレートと太平洋プレ
ートの境界型地震で、津波の規模に比べ地震の揺れが小さい「津波地震」の可能性が高い。
しかし、この地震の繰り返しの記録は確認されていないため、発生間隔は不明である。
元禄関東地震タイプの地震₁は、大きな隆起を示す地殻変動が過去約₇︐₀₀₀年間に₂︐₀₀₀
年～₃︐₀₀₀年間隔で ₄回発生しており、最後のものが元禄関東地震によるものである。元
禄関東地震が₁₇₀₃年に発生したことを踏まえると、元禄関東地震タイプの地震の発生はま
だ先であり、暫くはこのタイプの地震が発生する可能性は、少ないと考えられる。なお、
地震調査委員会（₂₀₀₄）によると、今後₃₀年間の地震発生確率は、ほぼ ₀パーセントと推
定されている₂。

２ ．首都直下のM ７クラスの地震
平成₂₅年₁₂月内閣府防災会議では、新たな資料等を用いた検討の結果、₂₀₀₄年想定の「東
京湾北部地震」及び「多摩地震」を想定した領域は、大正関東地震の断層やすべりによっ
て、既に応力が解放された領域にあると推定している。このタイプの地震の想定は、茨城
・埼玉県境付近で考えられる ₂つの地震に限定して検討することが妥当と評価されている。

₁　震源地近辺の海岸段丘の調査による。
₂　但し、元禄関東地震（₁₇₀₃年）と大正関東地震（₁₉₂₃年）の間の₂₂₀年間でみると、平均して₂₇．₅年に ₁回の頻度でＭ ₇程度の地震が発生しているこ
とから、平均発生間隔として地震発生確率を評価すれば、プレートの沈み込みに伴うＭ ₇程度の地震Ｍ ₇程度（Ｍ₆．₇～Ｍ₇．₃）₇₀％程度で発生する確
率となる。
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₂₀₀₄年の評価においては、首都地域が、「東京湾北部地震」及び「多摩地震」の震源断層
域の直上にあると考えられていることから、フィリピン海プレート内で発生する地震も検
討されたが、結果として極めて浅い場所で発生する「フィリピン海プレートと北米プレー
トの境界の地震」の震度の大きさに包含されると考えられ、対象外とされた。
しかし₂₀₁₃年、この地震を想定する領域は首都の周辺域の直下に限定されることから、
「フィリピン海プレート内の地震」の地震を主たる検討対象に加えた経緯がある。

図 １　M ８クラス地震とM ７クラス地震発生の間隔

出典：内閣府・中央防災会議首都直下地震対策検討WG
　　　　　　　　　　　　　　　「被害想定の対策ポイント」P ₂ より

（ ₁ ）都区部及び首都中核都市の直下想定 ₃ TYPE地震
都区部直下の地震は被害の深刻度から考察して、 ₃地震が抽出される。
一つ目は「都区部直下地震」でM ₇ クラスであり、今後₃₀年間の発生確率が約₇₀％の
地震である。東京湾内は ₁ｍ以下の津波が来襲するとされている。
二つ目は、「相模トラフ沿いの大規模地震」で、「大正関東地震タイプの地震」である。
地震の規模はM ₈ クラスで、₂₀₀年～₄₀₀年間隔で発生する地震で、先の地震から約₁₀₀年
が経過している。震度分布は深刻で、首都地域の広域にわたり大きな揺れが発生するとさ
れている。津波は東京湾内では ₂ｍ程度、湾外の神奈川県、千葉県では ₆ｍ～ ₈ｍと想定
されている。
三つ目は、同じく「相模トラフ沿いの大規模地震（M ₈ クラスの地震）」で、₂︐₀₀₀年～
₃︐₀₀₀年間隔の地震で、先の地震から約₃₀₀年が経過している。
震度分布は、首都地域の広域にわたって大きな揺れに見まわれる。東京湾内には ₃ｍ程
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度の津波が来襲し、湾外の神奈川県、千葉県は₁₀ｍを超える深刻な様態である。これらの
大規模地震により、首都機能、特に「経済・産業」、「政治・行政」、「インフラ・流通」の
機能が直接的なダメージを受けるとされる₃。
₂₀₁₃年のWG検討では、都心南部直下地震は、首都機能に加え、南部に位置する新幹
線や空港等の重要交通網の被害が付加された。また、木造密集地帯の火災延焼の観点が詳
細に検討・付加されている。
首都地域の中核都市等の直下の地震では、首都地域の中核都市或いは首都機能を支える
交通網（空港、高速道路、新幹線等）やライフライン及び臨海部の工業地帯（石油コンビ
ナート等）の被災により、首都機能がダメージを受けることが予測される。
「想定地震」は、どこの場所の直下でも発生する可能性のあるフィリピン海プレート内
の地震、或いは、地表断層が不明瞭な地殻内の地震のいずれかを想定する。フィリピン海
プレート内の地震は、安政江戸地震を参考にして、規模はモーメントマグニチュード₄

（Mw）₇．₃とし、大正関東地震の前のM ₇ クラスの地震が発生している領域を考慮し₅、
かつ震源断層の上端は₁₅㎞より深い領域を想定対象としている₆。通常の震源深度が₃₀㎞
～₅₀㎞まで位である事と比較すれば、その震源域の浅さが確認できると思う。

Ⅱ　主要な活断層に起因する地震

１ ．首都近辺の活断層分布
震源断層域地震に関しては、「立川断層帯」、「伊勢原断層帯」、「三浦半島断層群主部」、「関

東平野北西縁断層帯」を対象とする考査がなされている。なお、「関東平野北西縁断層帯（前
回検討Mw₆．₉）」については、文部科学省地震調査研究推進本部（以下、「地震調査研究
推進本部」と称す）で断層長さを含めた検討が進められているが、震度分布の推計は行っ
てはいない₇。関東圏の主要な活断層をピックアップすれば、以下のとおりである。

表 １　　関東圏の活断層と想定震度
立川断層帯の地震 ：Mw　₇．₁
伊勢原断層帯の地震 ：Mw　₆．₈
三浦半島断層群主部の地震 ：Mw　₇．₀
関東平野北西縁断層帯の地震 ：Mw　₆．₉
出典：内閣府防災会議公表データ（₂₀₁₃）より作成

₃　都心南部、都心東部、都心西部の直下に地震を想定したもの。
₄　（Mw）moment magnitudeは地震の大きさを表すマグニチュードの一種。マグニチュードは地震の震源の規模を表すスケールで、従来のマグニチュー
ドの定義は観測される地震波の振幅をもとに経験的尺度であったため、断層の規模との関係を計算により算出した単位である。
₅　フィリピン海プレートの厚さが断層モデルを設定できる₂₀㎞以上の厚さを想定。
₆　地表断層が不明瞭な地殻内の地震については、鳥取県西部地震と同じ規模のMw ₆．₈とし、震源断層の上端は ₅㎞又は地震基盤＋₂㎞の深い方を想定
している。
₇　「地震の規模分類」は、地震調査研究推進本部の最新の活断層評価結果を基に設定する。
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各断層の特徴は、いくつかにまとめることができる。現在、把握されている活断層の動
きは、以下のように示すことができる。
①一定の時間をおいて、繰り返して活動すること。
活断層は普段は断層面が固着して平静であるが、活断層を挟む両側の岩盤にひずみが限
界に達したとき、岩盤が破壊され、断層に沿って両側が互いに反対方向にずれ動く。これ
が地震を引き起こし、ひずみが解消される。活断層は長期にわたって動きを止め、次にひ
ずみの限界が来るまでは平静状態が続く。
②同じ方向にずれること。
活断層にかかる応力は主としてプレート運動であり、その運動の向きや速さは長期的に
は変化しない。活断層にかかる力も長期的には変わらない。従って、活断層の活動は基本
的には同じ動きが繰り返される。活断層周辺の地形は、これら繰り返された動きの累積に
より形成されたもので、地形を見ることで活断層の動きの特徴を把握することが可能にな
り、将来の変動の予想が可能になる。
③ずれの速さは断層ごとに差異があること。
活断層が動いて生じるずれが数ｍ単位と微小であっても、繰り返し起こることによって
蓄積されたずれとなる。速さは断層ごとに異なり（平均変位速度₈）、これによりその活
断層の動態が観察できる。
④活動間隔は極めて長いこと。
これは日本に活断層の数が多いことが起因し、一つの活断層による大地震発生間隔は
₁︐₀₀₀年から数万年と非常に長い期間であるのが特徴である。一方で、海溝型地震の発生
間隔は短く、例えば南海トラフを震源とする地震の発生間隔は₁₀₀年程度ごとに、歴史的
巨大地震（南海地震、東南海地震）を何度も発生させている。
⑤長い断層ほど大地震を起こしやすいこと。
断層の長さが長いものほど、大きな地震を起こす可能性があることが解明されている。
これまでの日本の内陸直下地震の例では、M ₇ 級の地震では、長さ₂₀㎞程度、M ₈ 級の地
震では長さ₈₀㎞程度の範囲にわたって地表のずれ（地表地震断層）が出現している。
現在、日本では₂︐₀₀₀以上もの「活断層」が発見されているが、地下に隠れていて地表
に現れていない「活断層」も多く存在する。国や大学の研究機関では、この「活断層」に
関する各種調査を行っている。国土地理院でも「地表における活断層の位置と形状」を詳
細に調査し、「都市圏活断層図」と称して観測を続けている。下図 ₂に、関東近辺の主要
な活断層と、過去に起きた大規模地震の履歴を示す。活断層の履歴を観察することによっ
て、そのスポットのすべりにたまった「ストレス」の大きさをある程度観測・評価できる

₈　平均変位速度は、長期的観測の場合の活断層の平均的なずれ量を速度で示したもので、通常は₁₀₀₀年あたりのずれの量で表す。
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ことから、将来的な地震の発生を「確立予測」としてリスク担保できる。

図 ２　M ７クラス地震の断層の位置表示図

出典：内閣府・中央防災会議首都直下地震対策検討WG
　　　　　「被害想定の対策ポイント」P ₆

Ⅲ　　過去の大規模地震の概要

１． １９２３年大正関東地震（関東大震災）
「震源断層域」は、相模トラフ沿いの相模湾から房総半島西側の領域で、深さはトラフ
軸から₃₀～₃₅㎞までの範囲とされている。「地震の規模」はMw₈．₂（津波断層モデルによ
る）とされている。「震度分布」に関しては、首都地域の広域にわたり大きな揺れが発生
している。また、「津波高さ」は、東京湾内は ₂ｍ程度或いはそれ以下であったとされて
いる。
比較的大きな津波が確認されたのは、東京内湾を除く神奈川県、千葉県で、最大 ₆～ ₈
ｍ程度の津波と記録されている。

（ ₁）　概要
地震名称：大正関東地震（一般呼称：関東大震災）
発生日：₁₉₂₃（大正₁₂）年 ₉月 ₁日
発生時刻：午前₁₁時₅₈分₃₁．₆秒
震央：北緯₃₅ ₁゚₉．₈ʼ　東経₃₉ ₈゚．₁ʼ　　　　震源の深さ：₂₃㎞



－　 －57

仲間妙子 ：履歴から考察する首都直下大規模地震のリスクマネジメント

日本経済大学大学院紀要2015年，Vol.3, No.2

震源域：神奈川県西部から房総半島南東沖にかけての領域　　　規模：M＝₇．₉
被害概要　死者：約₁₀万₅₄₀₀人
（うち火災：約 ₉万₂₀₀₀人、津波：₃₂₅人、土砂災害：₆₈₈人と推測されている）
全壊家屋：約₂₉万₄₀₀₀戸（うち焼失家屋：約₂₁万₂₄₀₀戸）
地震による地殻変動隆起：₂ｍ（房総半島布良）、沈降：₀．₈ｍ（丹沢山地）、水平ずれ：
房総半島から三浦半島にかけて南東方向 ₃～ ₄ｍ発生

大正関東地震は、南風が吹く土曜日の昼食時に発生した。震度記録によれば、東京都大
手町、神奈川県横須賀市、千葉県館山市、埼玉県熊谷市、山梨県甲府市で最大震度 ₆を記
録した。また、中央防災会議の「災害教訓の継承に関する専門調査会（₂₀₀₆）」では、神
奈川県平塚市、茅ケ崎市から房総半島の千葉県館山市にかけては、震度 ₇に達した可能性
が高いとしている。非常に強い揺れが関東地方一帯を襲っていたことが記されている。そ
の揺れにより、広範囲で建物被害₉が発生し、同時に火災が発生している。
市街地では火災の延焼により、広い範囲で被害が発生した。地震発生時刻が昼時であっ
たため、炊事に使用されていた釜戸や七輪からの火が出火原因の₅₀％以上を占めていた。
また、火災旋風が発生し、被服廠跡（現在の東京都横綱町公園）では、約 ₃万 ₈千人が
犠牲となった。さらに、地盤災害として、「霊山ヶ崎西側の斜面崩壊」が発生している。
この地震では、神奈川県をはじめ、多くの土砂災害が発生した。小田原市根府川では、
白糸川沿いに流下岩屑なだれが発生し、死者₄₀₀人以上の被害を出した。その後の雨によ
っても土砂災害の輻輳が発生し、丹沢山系の大山でも、多数の土砂による被害が出ている。
液状化も発生し、埼玉県の中川低地などで、顕著な液状化の被害が観測されている。

「霊山ヶ崎西側の斜面崩壊₁₀」として、津波災害伊豆伊東の海潚₁₁（₁₉₂₃年 ₉ 月 ₂ 日）、
相模湾沿岸部では津波が発生している。震源が相模湾にあったため、津波の襲来が早く、
熱海では本震発生から ₅～ ₆分後に津波の第 ₁波が襲来した。津波は、静岡県熱海で₁₂ｍ、
千葉県館山市では ₉ｍの高さ迄到達している。鎌倉市由比ヶ浜では地震によってすぐに津
波の危険を予知し、海岸にいた人々は速やかに高台に避難して、幸運にも犠牲者は出さず
に済んだとされる。海をよく知る人の、リスクマネジメントが生かされた事例である。

₉　ほとんどの建物は全壊であった。その後、多くの瓦礫が火災で焼失している。
₁₀　神奈川県鎌倉市坂ノ下付近の霊山ヶ崎東側の斜面崩壊の様子。崖下に崩積土が堆積している。現在はこの斜面の直下に道路が走り、建物が立ち並ん
でいる。
₁₁　日本電報社発行電報記録：伊豆伊東の海潚（₁₉₂₃年 ₉ 月 ₂ 日、　急ノ十）「大正九年九月一日三種認可　電通急ノ十九．二．日本電通伊豆伊東の海潚
五百戸流出大破　死者二万数千人（二日長野支局経由）／伊豆伊東下田方面には海潚／襲来し五百戸流出せり死者六百余名に達し更らに駿河大宮町は
全町破損住民二万数千人の死者を／出せり」とある。
₁₂　元禄地震では、活字にして₃₅₀頁分ほどの古文献が東京大学地震研究所から、『新収版・日本地震資料第二巻別巻』（₁₉₈₂）として刊行されている。特
に、宇佐美龍夫等による史料解析は、歴史地震研究者の教本ともなっている。
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２． １７０３年元禄関東地震１２

約₃₀₀年前の元禄₁₆（₁₇₀₃）年₁₁月₂₃日の午前 ₂時頃、大規模な地震が発生した。この
地震は、「元禄地震」と呼ばれ、「 ₁周期前の関東大震災」にあたるとされている。
「震源断層域」は、相模トラフ沿いの相模湾から房総半島南西沖の領域で、深さはトラ
フ軸から₃₀～₃₅㎞までの範囲とされる。「地震の規模」は、津波断層モデルによるとMw

₈．₅である。「震度分布」は、首都地域の広域にわたり大きな揺れが発生したとされる。
「津波高さ」は、東京湾内は ₃ｍ程度、或いはそれ以下とされるが、東京湾を除く神奈
川県、千葉県では₁₀ｍ超す場所もあったと記されている₁₃。

この大規模災害は、「₁₇₀₃ 元禄地震報告書：平成二五年三月内閣府₁₄」によれば、津波
を伴った巨大地震である。各地に伝わる災害の記録や地形に残された証跡などから、この
地震は、明らかに相模トラフで発生した海溝型の巨大地震であり、大正₁₂年（₁₉₂₃年） ₉
月 ₁日に起きた関東大地震の「一つ前の関東地震」と位置づけられている。
相模トラフでは、北進してきたフィリピン海プレートが、日本列島を乗せる北米プレー
トの下に沈みこんでいて、北米プレートの側が跳ね返っては、巨大地震を発生させてきた。
しかも元禄地震の場合は、広範囲にわたって沿岸を襲った大津波や、房総半島南部での
地盤隆起量の大きさなどから、大正の関東地震よりもひとまわり大きく、震源域は房総半
島のはるか沖合にまで及んでいたと考えられる。規模は、最大M₈．₂前後と推定されている。
地震が発生したのは、元禄₁₆年₁₁月₂₃日（₁₇₀₃年₁₂月₃₁日）の丑の刻（午前 ₂時）ごろ
であった。この地震により、江戸では、本所、神田、小石川あたりを中心に多くの家屋が
倒壊し、江戸城の石垣や櫓、門なども崩れ落ちた。震害は、東海道に沿って小田原、箱根
あたりまでが著しく、川崎、神奈川、藤沢、平塚などの宿場は、ほぼ全滅状態となった。
小田原の被害はとくに大きく、地震後₁₂か所から出火して町の大半を焼失し、小田原城
の天守閣も焼け落ちてしまった。箱根の山中では山崩れが多発し、街道も寸断された。
これら元禄地震による被害の模様については、『楽只堂年録₁₅』や『基熈公記₁₆』、『甘露
叢₁₇』、『折たく柴の記』など、多くの古文書に記されている。
新井白石の自叙伝ともいうべき『折たく柴の記』からは、地震直後の江戸の状況を垣間
見ることができる。当時₄₇歳だった白石は、甲府公綱豊（のちの六代将軍家宣）に仕え、
湯島天神の下に居をかまえていた。深夜の激震を受けて、白石はただちに供の者を連れ、

₁₃　国土地理院による。
₁₄　「₁₇₀₃　元禄地震報告書」平成₂₅年 ₃ 月の内閣府・防災担当資料による。
₁₅　徳川第 ₅代将軍綱吉の側用人、柳沢吉保の公用日記であり『楽只堂年録』は柳沢吉保の号、楽只堂にちなんで命名された、吉保の公用日記。吉保の
先代の記述に始まり、宝永 ₆年（₁₇₀₉） ₁ 月₁₀日の徳川 ₅代将軍綱吉薨去後、致仕を許され、同年 ₆月に嫡男吉里に家督を譲り隠遁するまでを記録し
たもの。
₁₆　近衞基熙の日記は『基熙公記』あるいは『応円満院関白記』といい、有識書類の校合整理、古画や絵巻物類の考証、装束・調度の製作技術の復活など、
基熙の有職故実における該博な薀蓄を散見できる。
₁₇　「改正甘露叢」延宝 ₉年より元禄₁₆年に至る₂₀余年の記録｡ 五代将軍綱吉の動静､ 幕府の諸行事､ 幕政に関すること､ 諸災害の被害状況､ 市井の事
件等多岐にわたる｡
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藩邸へ駆けつけた。当時、甲府藩の藩邸は、江戸城日比谷門外の角地にあった。
「神田の明神の東門の下に及びし比に、地またおびたゝしくふるふ。こゝらのあき人の
家は、皆々打あけて、おほくの人の小路にあつまり居しが、家のうちに灯の見えしかば、
家たふれなば、火こそ出べけれ」とある。
火をうちけすべきものを、と白石は、火災の発生を懸念して、市民に声をかけている様
が記述されている。『折たく柴の記』には、このあとも、地震直後の江戸市中や藩邸内の
被災状況が、生々しく描写されていて、市内の混乱の様子、家々の倒壊や火災の発生、さ
らには地割れから水が噴きだすなど、地盤の液状化が生じたらしいことも読みとることが
できる。しかも本震の ₆日後に火災が発生し、白石の家の裏手まで延焼してきたという記
述がある。この火災は、大規模な火災であり、出火原因は不明とされているが、大きな余
震による火災・延焼の可能性が高いと考査されている。
地震の直後、房総半島から相模湾の沿岸にかけては、大津波が襲来している。相模湾で
は鎌倉の被害が大きく、『元禄宝永珍話₁₈』によると、男女約₆₀₀人が流死したと記されて
おり、また鶴岡八幡宮の二ノ鳥居まで海水が押し寄せてきたとある。伊豆の伊東では、津
波が ₂㎞あまりも川を遡上して大災害となった。海に向かって開いた谷あいに発達してい
る伊東は、地形的にも津波災害を受けやすく、このときの波高は、₁₀ｍ以上に達したらし
いとされる。和田村（現・伊東市和田）の供養碑には、「当村水没之男女百六十三人」と
記されている。宇佐美村（現・伊東市宇佐美）でも、津波によって₃₈₀人あまりが水死し
たことは、災害史実では知られた出来事である。伊東市川奈の海蔵寺では、境内へ上がる
₂₂段の石段のうち、上から ₄段目まで浸水したとある₁₉。伊豆大島も津波に洗われた。
大島北端の岡田港では、人家₅₈戸が流失し水死者₅₆人を数えた。しかし、大津波によっ
て最も甚大な被害が出たのは、房総半島の沿岸であったとされる。九十九里浜から南へ外
房の沿岸、さらには内房の富津あたりまで、波高 ₅～₁₀ｍの津波に襲われた。また、勝浦
では激震によって多くの家屋が倒壊したうえ、津波が全村を呑みこみ人的被害や家屋被害
が多く発生している。一方の鴨川では、約₉₀₀人あまりの溺死者がでたといわれる。房総
の沿岸全体で、少なくとも₆︐₅₀₀人の死者がでたとされている₂₀。
現在、九十九里浜をはじめとする房総半島沿岸の各地には、津波供養碑や無縁塚千人塚
などが残されていて、災害の悲惨さを後世に伝えている₂₁。南房総市和田町真浦の威徳
院₂₂にある供養碑には、山崩れで₂₈人が死亡し、真浦では、津波によって₈₀余人が溺死し
たという記述がある。津波学者の羽鳥徳太郎によれば、ここでの波高は、₁₀．₅ｍに達して
おり、これが房総半島沿岸における元禄地震津波の最大波高であるとする。巨大地震であ

₁₈　元禄宝永珍話」は著者編者不明。
₁₉　波高 ₈ｍ前後であったと推測される。
₂₀　現在の分析では、さらに大きな数値とされているが、正確な数字は確定できない。
₂₁　長生村一松の本興寺には、人の背丈よりも高い位牌があって、裏側には、津波の犠牲になった人びとの戒名が刻みこまれている。
₂₂　この寺は、現在の JRの鉄道線路よりも高い所にあって、線路ぎわから₁₇段の石段が続いているが、元禄地震による津波は石段の上から ₄段目のとこ
ろまで到達したと伝えられている。
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ったから、強い地震動によって、広範囲にわたり山崩れや、崖崩れが発生して、津波を引
き起こし被害を拡大させたと考えられる。

図 ３　宇佐美による震度分布と津波高さ

出典：「宇佐美による元禄地震の震度と津波高の分布」（北原・他（₂₀₁₂））

図 ４　元禄地震と大正関東地震の比較

出典：「内閣府中央防災会議災害教訓の継承に関する専門調査会（₂₀₀₆）」
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図 ５　元禄地震の推定震源断層

出典：「元禄地震の推定震源断層と関連情報（武村（₂₀₀₉））

３． １６７７年延宝房総沖地震（Ｍｗ８．５）
「震源断層域」は、日本海溝、伊豆小笠原海溝沿いの福島県沖から伊豆諸島東方沖の領
域で、深さは海溝軸から約₂₀～₃₀㎞までの範囲とされる。「震度分布」は、大きな揺れの
資料は現存しておらず、「津波地震の可能性が高い」と考査されている。
「津波高さ」は想定で、東京湾内は ₁ｍ程度、千葉県や茨城県の太平洋沿岸で ₄～ ₆ｍ

図 ６　１６７７年・延宝房総沖地震震度分布図

出典：「震度分布の比較図」（神田・武村（₂₀₀₇））
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程度であったろうと推測される。地政学的に、津波高は、切り立った崖等の地形条件によ
っては ₂～ ₃倍程度までに達する場合もあるため、現況の地形から推測してこの数値が算
出されている₂₃。
「中央防災会議首都直下地震モデル検討会」は₂₀₁₃年₁₂月に、「延宝房総沖地震」を初
めて想定に盛り込んだ。それによると震源断層は日本海溝と伊豆・小笠原海溝をまたぐ領
域幅₁₀₀～₂₀₀㎞付近で、長さ約₆₀₀㎞、Mw₈．₅、M₈．₀であるとした。
河角廣（₁₉₅₁）は、常陸沖、北緯₃₆．₆°、東経₁₄₁．₅°を震央と考えMK₂₄＝₅．₁としてマ
グニチュードM₇．₄としている。
阿部勝征（₁₉₉₉）は、房総半島における津波遡上高から津波マグニチュードをMt＝
₈．₀と推定し、宇佐美龍夫（₂₀₀₃）は、北緯₃₅．₅°、東経₁₄₂．₀°を震央としてM≒₈．₀と推
定しているが、陸地寄りのM ₆ クラスの地震の説もあり、諸説分かれるところである。
古文書による地震動の記録₂₅には以下のようなものがある。

①「九日岩城大地震諸浜津波打上ヶ」（岩城領内『慶天拝書』）
②「夜清天静ニて、五ツ時地震震動致シ沖より津波上ヶ」（下総銚子『玄蕃先代集』）
③「十月九日夜の五つ時分少しの地志ん有之、辰巳沖より海夥鳴来り」（上総東浪見（一宮）
『万覚書写』）
④「晴天、夜地震三度」（江戸『稲葉氏永代日記』）
⑤『葛天日録』および『玉露叢』には、「水戸領内の浦々で潰家₈₉軒、溺死₃₆人、破損流
船ともに大小₃₅₃艘、岩沼領で流家₄₉₀余、死者₁₂₃人（人馬₁₅₀、内馬₂₇）」と記されている。
「その後毎日地震し、昼夜にかけて₁₇ ‐ ₁₈度、₂₀度に及んで震う」とある。
⑥『八丈実記』および『八丈島及青ヶ島地災記録』には、「津浪が谷ヶ里まで上り、青ヶ
島では船および水主 ₁人浪に払われる」、とある。
⑦『叢有院実記』および『慶弘紀聞』には、「尾張海溢、時有三又光、自海出、飛西北」
とあり、尾張で津波があり海より光が飛び出した様子の目撃談が記されている。
⑧『玉露叢』では、紀州にも津波が及んだことが記されている。

むすび

₁₉₂₃年大正関東地震タイプの関東地震の再来周期は、最短₂₂₀年で、過去₆︐₀₀₀年間の平
均を採れば₄₀₀年以上である。大正地震から₉₀年を経た今日、少なくともあと₁₃₀年ほど猶
予の期間があることになる。過去には、関東地震の₇₀年前位から上盤側プレート内地震や、

₂₃　国土地理院解析による。
₂₄　今から₆₀年前、地震計のない時代の地震の大きさを決めるため、震央距離₁₀₀kmでの震度をその地震の大きさ（Ｍｋ）と定義している。
₂₅　延宝 ₅年₁₀月 ₉ 日夜五つ時（亥刻）（₁₆₇₇年₁₁月 ₄ 日₂₀ ‐ ₂₂時頃）、陸奥岩城から房総半島、伊豆諸島および尾張などにかけて大津波に襲われた。津
波が上ったとする記述は多く見られるが、地震動の記録は少なく、震害が現れるほどの烈震記録は確認されていない。
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スラブ地震の活動が活発となる傾向がある。計算上は、そのような時期まで少なくとも₆₀
年程あることになる。しかし、地殻活動が活発になってきた今、首都圏直下型地震を恐れ
る必要はないが、しっかりと備えるべきであると考える。
相模トラフで起こる巨大プレート間地震には、「₁₉₂₃年大正関東地震」と「₁₇₀₃年元禄
関東地震」の二つのタイプがあることがわかった。房総半島の南東沖に断層面をもつ「元
禄地震」は、相模湾の「大正関東地震」の断層面をも同時に動かしたことも確認できた。
したがって、房総南東の断層面は、「元禄固有のタイプ」と書いても評価の間違いはな
いというのが有力な見解である。「大正関東地震」の断層面は₁₉₂₃年と₁₇₀₃年に動いていて、
間隔は₂₂₀年である。大正関東地震の際のすべり量、正確には「断層くいちがい量」は、
安藤雅孝₂₆によると ₆ｍであり、プレート相対運動速度₂₇ｍｍ／年で割る計算方法によれ
ば、丁度₂₂₀年という定量値が得られる₂₇。これが再来周期の最短であるのは、プレート
相対運動はそのすべてが地震の際のすべりに発散されるとは限らず、地震以外の長周期の
すべりによる揺れによっても使われる場合がある。すべり量に応じて再来周期は長くなる
特性を持っているのが、地震動における活動周期の特徴である。
房総南部には、これらの地震による地盤の隆起によって離水した海成段丘が、縄文海進
以来過去₆︐₀₀₀年にわたって残されている。当該地の枚数などによる研究によれば、大正
関東地震の繰り返しは₄₀₀年程度、元禄地震は₁︐₅₀₀年程度とされている。
歴史地震をみても、元禄地震の前には₁₂₉₃年、₈₇₈年の地震くらいしか可能性がある地
震は確認されていない。これらの地震の間隔（約₄₀₀年）は、段丘から知られる周期と整
合性を持つと解されている₂₈。従って履歴地震を研究することは、将来起こる地震の確立
や動静の特徴を読み取るのに極めて重要な作業であるといえる。
しかし、ここで大きな問題点があげられる。それは世界中に発生している大規模地震災
害と、それに伴う大津波との関連である。また、日本においても火山活動の活発化や震度
₄～ ₆弱の地震が相次いでいることの懸念である。更に、東日本大震災を引き起こした日
本海溝のアスペリティの動きもいまだ沈着に至っていないと判断できる。これらを鑑みれ
ば、履歴による地震を軽視することはできないと考えるが、計算上、また時間経過上の余
裕があるとしても、発生の確率は表裏一体であると考えるのが妥当であり、「まだ来ない」
よりも、「必ず来る」と考えるのがむしろ災害管理上好ましい。そうであるとしたならば、
今後に向けてのリスクマネジメントとして、①地形・地質データ、歴史記録の網羅的な収
集、②プレートの沈み込みに伴うＭ ₇程度の地震活動のモデル化と評価、③巨大地震の発

₂₆　静岡大学教授で、固体地球物理学、固体地球惑星物理学、自然災害科学が専門領域であり、「都市直下型活断層の再評価と都市震災危険度の再検討」
などの論文がある。
₂₇　このことは、関東地震固有のすべり量をプレート運動が蓄積するためには少なくとも₂₂₀年必要であり、それは大正と元禄の間の間隔を説明している
ことを意味している。
₂₈　いわゆる関東地震₆₉年周期説は河角広によって唱えられたものであるが、これは鎌倉での震度 ₅以上の強震の数の統計から来たものであり、相模湾
に震源をもつ巨大プレート間地震としての関東地震の繰り返し周期ではない。
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生が周辺に及ぼす影響の定量的な評価、④長期評価の信頼性の向上促進が、主要なキーワ
ードとなろう。
既歴のあった地形は、地殻形状や活断層の有無などで、似たような地殻変動が起きやす
い。換言すれば、そこは「エネルギーのストレス貯まり」であり、似たようなアスペリテ
ィが発生しやすい “week-point” であることは、地質学的にも重要な視点である。
今、私たちの国は火山や地震などの自然災害が極めて多い。地殻活動は明らかに活性期
に入っており、関東圏、首都直下域においても同様なことが言える。災害発生の日時は極
めて不確定であるが、イヴェントの来襲、発生は必ず起こりうるであろうと確信する。
個々人がリスクセンスを高くして、有事に備えるべきと認識する。特筆すべきは、生活
環境や社会システムが大きく変わってしまったため、過去の災害とは、大きな差異のある
被害形態になると考えられることである。しかもそれらは、連鎖や輻輳の危険性を持つ。
一つの揺れは、他の揺れを誘う。揺れが重なると共振・増幅という厄介な現象も起きる。
地殻のアスペリティは一旦引き金を引くと、次々と災害の連鎖を起こす危険性がある。
備えるべきは将に今であり、時間も物資も余裕があり、冷静な判断が可能な今こそが、
災害リスクマネジメントの好機であることを改めて発信するものである。
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